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平成 23 年１月 25 日 

各      位 

会 社 名 株式会社アパマンショップホールディングス  

（JASDAQ・コード番号8889） 

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長  大 村  浩 次 

本 社 所 在 地 東京都中央区京橋一丁目１番５号 

問 合 せ 先 常 務 取 締 役     石 川  雅 浩 

Ｔ Ｅ Ｌ ０ ３ － ３ ２ ３ １ － ８ ０ ２ ０ 

 

 

当社子会社の全部取得条項付普通株式の取得による非公開化 

及び特別利益の発生に関するお知らせ 

 

 当社連結子会社の株式会社ＡＳ－ＳＺＫｉ（JASDAQ コード 1995、以下「ＡＳ－ＳＺＫｉ」といいます。）は、平成 23 年１

月 25 日開催の取締役会において、別添資料「定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得に関するお知

らせ」のとおり、定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得（以下「本件スクイーズアウト」といいます。）に

つきまして決議（以下「本決議」といいます。）いたしましたのでお知らせいたします。これに伴い、ＡＳ－ＳＺＫｉは平成

23 年４月 23 日をもって上場廃止となる予定です。なお、本決議は平成 23 年３月 22 日開催予定のＡＳ－ＳＺＫｉ臨時

株主総会及び種類株主総会において、本件スクイーズアウトに関する議案が承認されることを条件とするものでありま

す。 

 

記 

１．非公開化の理由 

平成 19 年６月１日付当社プレスリリース「子会社の合併効力発生並びに子会社の上場維持について」にて公

表のとおり、ＡＳ－ＳＺＫｉは現在、大阪証券取引所の定める上場廃止基準（JASDAQ における有価証券上場規

程第 47 条第１項第９号ａ）に則り、「新規上場審査基準に準じた審査を受けるための猶予期間」（以下「本猶予期

間」といいます。）に入っております。本猶予期間は平成 23 年３月 31 日までであり、本猶予期間内において、上

場審査基準に準じた審査に適合した場合は、その時点で本猶予期間を解除されますが、当該猶予期間が終了

した時点で上場審査基準に準じた審査に適合していない場合は、その翌日（平成 23 年４月１日）から監理銘柄

に割当てられることとなっております。 

当社及びＡＳ－ＳＺＫｉとしましては、当社とＡＳ－ＳＺＫｉとの親子関係を解消し本猶予期間内に上場審査基準

に準じた審査に適合する方策について協議して参りましたが、不動産業界を取り巻く経営環境としても当社グル

ープが保有するＡＳ－ＳＺＫｉの株式又はＡＳ－ＳＺＫｉグループの事業を承継する潜在的買主の探索は困難であ

ったため、ＡＳ－ＳＺＫｉとしましては、かかる当社グループ全体を取り巻く厳しい経営環境等に照らし、本猶予期

間内に当社及びＡＳ－ＳＺＫｉとの親子関係を解消する現実的な可能性は低く、本猶予期間内に上場審査基準

に準じた審査に適合することが最早困難であると判断し、少数株主に不利益を及ぼす事態を回避するための方

策を検討した結果、本件スクイーズアウトを実施することが最善の選択であるとの結論に至ったとのことです。ＡＳ

－ＳＺＫｉの親会社である当社としましても、支配株主として、また当社自身の株主保護の観点から本件スクイーズ

アウトの実施の適否について慎重に協議・検討した結果、本件スクイーズアウトを実施することが当社の株主の

利益にも資するとの結論に至りました。 

また、ＡＳ－ＳＺＫｉの今後の建設事業について、本日以降可及的速やかに（最も遅い場合でも平成 24 年３月

末日までに）、建設事業を創業家一族等又はその一部の設立する会社等に承継する（以下「本件事業承継」と

いいます。）ことを予定しております。ＡＳ－ＳＺＫｉは、本件事業承継が実施されるまでは当社グループの一員とし

て引き続き現経営陣の下で事業運営を継続する方針であり、本件事業承継の実施と同時に、承継される建設事

業と引き換えに、創業家一族等が本件スクイーズアウトにより保有することとなる当社の株式の全てをＡＳ－ＳＺＫｉ

又は当社が取得する（以下「本件株式取得」といいます。）ことを予定しております。なお、当社は、ＡＳ－ＳＺＫｉ及

び創業家一族等との間で、本件事業承継及び本件株式取得の内容及び方法を定める法的拘束力のある合意

の締結に向けて、本日以降誠実に協議を進めていくことを合意しております。 

なお、詳細につきましては、本日付ＡＳ－ＳＺＫｉの別添資料「定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式
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の取得に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

＜別添資料＞ 

ＡＳ－ＳＺＫｉ開示資料（平成 23 年１月 25 日付） 

「定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得に関するお知らせ」 

 

２．今後の見通し 

本件スクイーズアウトに伴い、本件スクイーズアウトにより減少する少数株主持分の金額が、当社持分増加相

当分の取得原価を上回る事から、負ののれん 624 百万円を計上し、同時に一括償却となることより負ののれん償

却額（特別利益）として 624 百万円を平成 23 年９月期第３四半期連結決算に計上する見込みです。 

当該特別利益の発生に伴う当社の平成 23 年９月期連結に与える影響については、第１四半期以降の業績、

その他の要因等を含め精査中であり、業績予想の修正が必要と判断される場合には、速やかにお知らせいたし

ます。 

以 上 
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平成23年１月25日 

各  位 

会 社 名 株式会社ＡＳ-ＳＺＫｉ 

代表者名 代表取締役社長 千葉愼二 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード１９９５） 

問合せ先 専務取締役 木下義治 

ＴＥＬ０５５－９７１－３０４０ 

 

定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得に関するお知らせ 
 

当社は、平成23年１月25日開催の取締役会において、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条項

に係る定款一部変更及び当社による全部取得条項付普通株式（下記「Ⅰ．１．（１）②」において定義いた

します。）の取得について、平成 23 年３月 22 日開催予定の臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といい

ます。）に付議することを決議し、また、全部取得条項に係る定款一部変更について、本臨時株主総会と同

日に開催予定の当社普通株主様による種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）に付議するこ

とを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

Ⅰ．当社の自己株式取得のための当社定款の一部変更について 

１．種類株式発行に係る定款一部変更の件（定款一部変更の件Ａ） 

（１）変更の理由 

平成19年６月１日付当社プレスリリース「合併の効力発生ならびに上場維持のための今後の対応

について」にてご報告申しあげましたとおり、平成19年６月１日付で効力が発生した当社と株式会社

ＡＳＮアセットマネジメント（当社の親会社である株式会社アパマンショップホールディングス（以

下「ＡＳＨＤ」という。）の子会社）との合併により、当社は現在、大阪証券取引所の定める上場廃

止基準（ＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場規程第47条第１項第９号ａ）に則り、「新規上場審査基

準に準じた基準（以下「上場審査基準」といいます。）に適合しているかどうかの審査（以下「上場

審査」といいます。）を受けるための猶予期間」（以下「本猶予期間」といいます。）に入っており

ます。本猶予期間は平成23年３月31日までであり、本猶予期間内において、上場審査基準に定める条

件に適合した場合は、その時点で本猶予期間を解除されますが、本猶予期間が終了した時点で上場審

査基準に定める条件に適合していない場合は、その翌日（平成23年４月１日）から監理銘柄に割当て

られることとなっております。 

かかる状況の中、当社は、当社株式の上場を維持すべく、本猶予期間に入ったのち、上場審査基

準に定める条件に適合するための準備に着手したところ、ジャスダック証券取引所（当時）から、平

成19年10月29日付をもって、「中核的子会社の上場に関する証券取引所の考え方について」が公表さ

れ、いわゆる親子上場に関する取扱いについての見解が明らかにされました。「中核的子会社の上場

に関する証券取引所の考え方について」によれば、事業ドメイン（事業目的・内容・地域等）が極め

て類似している子会社や、親会社グループのビジネスモデルにおいて非常に重要な役割を果たしてい

る子会社、親会社グループの収益又は経営資源の概ね半分を超える子会社など、いわゆる中核的な子

会社の上場適格性については、各企業グループ、子会社の事業の特性、事業規模、過去の業績の状況、

将来の収益見通し等を総合的に勘案しながら、上場審査基準に定める条件への適合性を慎重に判断す

ることとされており、上場審査においても、かかる考え方の趣旨を踏まえて当社株式の上場審査基準

に定める条件への適合性が判断されることとなります。 

この点、当社は、ＡＳＨＤの中核的な子会社に該当すると考えられるため、上記要素を総合的に

勘案しつつ上場審査基準に定める条件に適合するための方策を検討した結果、上場審査基準に定める
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条件に適合し、当社株式の上場を維持するためにはＡＳＨＤとの親子関係を解消することが必要であ

ると判断し、ＡＳＨＤとの間で、親子関係を解消すべく資本政策の変更を含め協議を重ねてまいりま

した。しかしながら、米国のサブプライムローン問題に端を発したいわゆるリーマンショックを契機

に当社を含むＡＳＨＤグループ全体を取り巻く経営環境は一変し、アセットマネジメント事業の大幅

な縮小や、ＡＳＨＤグループ全体の事業再構築を進める中での有利子負債の削減等、ＡＳＨＤグルー

プ全体の事業の建て直しを中心的課題として取り組まざるを得ない状況が続き、今日に至っておりま

す。他方、不動産業界を取り巻く経営環境としてもＡＳＨＤグループが保有する当社の株式又は当社

グループの事業を承継する潜在的買主の探索は困難であったため、当社としましては、かかるＡＳＨ

Ｄグループ全体を取り巻く厳しい経営環境等に照らし、本猶予期間内に当社及びＡＳＨＤとの親子関

係を解消する現実的な可能性は低く、本猶予期間内に上場審査基準に定める条件に適合することが最

早困難であると判断した次第であります。 

当社としましては、このような当社が上場廃止となる状況の中、少数株主に不利益を及ぼす事態

を回避するための方策を検討してまいりました。 

そして、当社は、ＡＳＨＤとの協議・検討の上、以下の①から③の手続により、ＡＳＨＤ並びに

有限会社菊物産、千益不動産株式会社、千葉愼二氏、鈴木菊三郎氏、及び鈴木紀子氏（以下「創業家

一族等」と総称します。）のみが当社の株主となる取引（以下「本件スクイーズアウト」といいま

す。）を実施することといたしました。 

すなはち、当社は、本件スクイーズアウトを実施することによって当社の少数株主に不利益を及

ぼすことの有無につき、法務アドバイザーである須藤・髙井法律事務所による助言、支配株主である

ＡＳＨＤとの間に利害関係を有せず、かつ、当社株式を保有していない当社取締役小澤芳幸氏及び社

外監査役鈴木周男氏によって平成22年12月27日に組織された独立委員会による意見その他諸々の分析

を踏まえ、慎重に協議・検討した結果、本件スクイーズアウトを行うことが、当社の少数株主に対し

て投資回収の機会を与えることになるため、当社の少数株主の利益に資するとの結論に至っておりま

す。当社は、ＡＳＨＤ及び創業家一族等との間で、当社が本件スクイーズアウトを実施することにつ

いて合意しております。 

なお、今後の当社の建設事業について、当社は、本日以降可及的速やかに（最も遅い場合でも平

成24年３月末日までに）、建設事業を創業家一族等又はその一部の設立する会社等に承継する（以下

「本件事業承継」といいます。）ことを予定しております。当社は、本件事業承継が実施されるまで

はＡＳＨＤグループの一員として引き続き現経営陣の下で事業運営を継続する方針であり、本件事業

承継が実施されるまでの間、創業家一族等には当社の株主として当社の株式を保有していただき、本

件事業承継の実施と同時に、承継される建設事業と引き換えに、創業家一族等が本件スクイーズアウ

トにより保有することとなる当社の株式の全てを当社又はＡＳＨＤが取得する（以下「本件株式取

得」といいます。）ことを予定しております。なお、当社は、ＡＳＨＤ及び創業家一族等との間で、

本件事業承継及び本件株式取得の内容及び方法を定める法的拘束力のある合意の締結に向けて、本日

以降誠実に協議を進めていくことを合意しております。 

以上の理由により、当社は、本臨時株主総会及び本種類株主総会において株主様のご承認をいた

だくことを条件として、本件スクイーズアウトを実施することといたしました。なお、本件スクイー

ズアウトが実施されることとなった場合には、後に詳述しますが、当社は整理銘柄に割当てられたの

ち、上場廃止となる予定であります。 

① 当社の定款の一部を変更して、従前の普通株式に加えて、下記（２）に記載の定款変更案第６

条の２に定める内容のＡ種種類株式（以下「Ａ種種類株式」といいます。）を発行する旨の定

めを設け、当社において普通株式とは別の種類の当社の株式を発行できるものとすることによ

り、当社を会社法の規定する種類株式発行会社（会社法第２条第 13 号に定義するものをいい

ます。以下同じです。）に変更いたします。 

② 上記①による変更後の当社の定款の一部をさらに変更して、当社の発行する全ての普通株式に

全部取得条項（会社法第 108 条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。以下

同じです。）を付す旨の定めを新設いたします（全部取得条項が付された後の当社普通株式を、
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以下「全部取得条項付普通株式」といいます。）。なお、全部取得条項付普通株式の内容として、

当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部（当社が保有する自己株式

を除きます。以下同じです。）を取得する場合において、全部取得条項付普通株式１株と引換

えに、Ａ種種類株式を 0.000002876 株の割合をもって交付する旨の定めを設けるものといたし

ます。 

③ 会社法第 171 条第１項並びに上記①及び②による変更後の当社の定款に基づき、当社は、株主

総会の特別決議によって、全部取得条項付普通株式の全部を取得し、当該取得と引換えに、当

社を除く全部取得条項付普通株式の株主様に対して、当該取得の対価として、その保有する全

部取得条項付普通株式１株と引換えにＡ種種類株式を 0.000002876 株の割合をもって交付いた

します。なお、ＡＳＨＤ及び創業家一族等以外の各株主様に対して取得対価として交付される

Ａ種種類株式の数は、１株未満の端数となる予定です。また、交付されるＡ種種類株式が１株

未満の端数となる各株主様につきましては、会社法第 234 条その他の関係法令の定めに従って、

最終的には金銭が交付されることとなります。 

 

株主様に対するＡ種種類株式の交付の結果生じる１株未満の端数につきましては、その合計数

（会社法第234条第１項により、その合計数に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は切り

捨てられます。）に相当する株式を、会社法第234条の定めに従って売却し、当該売却によって得られ

た代金をその端数に応じて各株主様に交付いたします。かかる売却手続に関し、当社では、会社法第

234条第２項の規定に基づき裁判所の許可を得てＡ種種類株式を当社が取得することを予定しており

ます。この場合のＡ種種類株式の売却価格につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得

られた場合には、全部取得条項付普通株式の株主様が保有する全部取得条項付普通株式の数に62円を

乗じた金額に相当する金銭が各株主様に交付されるような価格に設定することを予定しております。

ただし、裁判所の許可が得られない場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に交

付される金額が上記金額と異なる場合もあり得ます。 

 

定款一部変更の件Ａは、本件スクイーズアウトのうち上記①を実施するものです。 

会社法上、全部取得条項の付された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされている

ことから（会社法第171条第１項、第108条第１項第７号)、上記①は、当社普通株式に全部取得条項

を付す旨の定款変更である上記②を行う前提として、当社が種類株式発行会社となるため、下記

（２）に記載の定款変更案第６条の２に定める内容のＡ種種類株式を発行する旨の定めを新設するほ

か、所要の変更を行うものです。 

 

（２）変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。なお、定款一部変更の件Ａに係る定款変更は、本臨時株主総会に

おいて定款一部変更の件Ａに係る議案が承認可決された時点で、その効力を生ずるものといたします。 

（下線は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第２章 株 式 第２章 株 式 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、５，５０

０万株とする。 

 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、５，５０

０万株とし、当社の発行可能種類株式総

数は、それぞれ普通株式は５，４９９万

株、第６条の２に定める内容の株式（以

下「Ａ種種類株式」という。）は１万株

とする。 
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現 行 定 款 変 更 案 

（新 設） （Ａ種種類株式） 

第６条の２ 当会社の残余財産を分配するとき

は、Ａ種種類株式を有する株主（以

下「Ａ種株主」という。）又はＡ種種

類株式の登録株式質権者（以下「Ａ

種登録株式質権者」という。）に対

し、普通株式を有する株主（以下

「普通株主」という。）又は普通株式

の登録株式質権者（以下「普通登録

株式質権者」という。）に先立ち、Ａ

種種類株式１株につき１円（以下

「Ａ種残余財産分配額」という。）を

支払う。Ａ種株主又はＡ種登録株式

質権者に対してＡ種残余財産分配額

が分配された後、普通株主又は普通

登録株式質権者に対して残余財産を

分配する場合には、Ａ種株主又はＡ

種登録株式質権者は、Ａ種種類株式

１株あたり、普通株式１株あたりの

残余財産分配額と同額の残余財産の

分配を受ける。 

（単元株式数） 

第８条 当会社の単元株式数は、１，０００株と

する。 

 

（単元株式数） 

第８条 当会社の普通株式の単元株式数は、１，

０００株とし、Ａ種種類株式の単元株式

数は、１株とする。 

第３章 株主総会 第３章 株主総会 

（新 設） （種類株主総会） 

第１７条の２ 第１２条、第１３条、第１４条、

第１５条、第１６条及び第１７条

の規定は、種類株主総会にこれを

準用する。 

２．第１５条第１項の規定は、会社法

第324条第１項の規定による種類株

主総会の決議にこれを準用する。 

３．第１５条第２項の規定は、会社法

第324条第２項の規定による種類株

主総会の決議にこれを準用する。 



 - 5 -

 

２．全部取得条項に係る定款一部変更の件（定款一部変更の件Ｂ） 

（１）変更の理由 

定款一部変更の件Ｂは、定款一部変更の件Ａでご説明した本件スクイーズアウトのうち②を実施

するものであり、定款一部変更の件Ａによる変更後の当社の定款の一部をさらに変更し、当社の発行

する全ての普通株式に全部取得条項を付してこれを全部取得条項付普通株式とし、かつ、当該全部取

得条項に従い当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部を取得する場合にお

いて、全部取得条項付普通株式１株と引換えに、定款一部変更の件Ａにおける定款変更に基づき新た

に発行することが可能となるＡ種種類株式を0.000002876株の割合をもって交付する旨の定款の定め

を設けるものです。 

かかる定款の定めに従って当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部を

取得した場合には、前記のとおり、ＡＳＨＤ及び創業家一族等以外の各株主様に対して交付されるＡ

種種類株式の数は、１株未満の端数となる予定です。 

 

（２）変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。なお、定款一部変更の件Ｂに係る定款変更は、本臨時株主総会に

おいて定款一部変更の件Ａ及び下記「Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案がいずれ

も原案どおり承認可決されること、並びに本種類株主総会において定款一部変更の件Ｂに係る議案が

原案どおり承認可決されることを条件として、その効力が生じるものといたします。 

また、定款一部変更の件Ｂに係る定款変更の効力発生日は、平成23年４月28日といたします。 

（下線は変更部分を示します。） 

定款一部変更の件Ａによる変更後の定款 追 加 変 更 案 

（新 設） 

 

（全部取得条項） 

第６条の３ 当会社は、当会社が発行する普通株

式について、株主総会の決議によっ

てその全部を取得できるものとす

る。 

２ 当会社が前項の規定に従って普通株

式の全部を取得する場合には、普通株

式の取得と引換えに、普通株式１株に

つきＡ種種類株式を０．０００００２

８７６株の割合をもって交付する。 

 
Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件 

１．全部取得条項付普通株式の全部を取得することを必要とする理由 

定款一部変更の件Ａでご説明申しあげましたとおり、当社としては、本件スクイーズアウトが、当

社の事業継続に不可欠であり、当社の少数株主の利益にも資するとの結論に至ったことから、株主様の

ご承認をいただくことを条件として、本件スクイーズアウトを行うことといたしました。 

全部取得条項付普通株式の取得の件は、定款一部変更の件Ａでご説明した本件スクイーズアウトの

うち③を実施するものであり、会社法第171 条第１項並びに定款一部変更の件Ａ及び定款一部変更の件

Ｂによる変更後の当社の定款に基づき、株主総会の特別決議によって、当社が全部取得条項付普通株式

の全部を取得し、当該取得と引換えに、定款一部変更の件Ａによる定款変更に基づき設けられるＡ種種

類株式を交付するものです。 

当該交付がなされるＡ種種類株式の数については、当社を除く全部取得条項付普通株式の株主様に
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対して、その保有する全部取得条項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を 0.000002876 株の割合を

もって交付するものといたします。前記のとおり、ＡＳＨＤ及び創業家一族等以外の各株主様に対して

当社が交付するＡ種種類株式の数は、１株未満の端数となる予定です。 

かかる株主様に対する交付の結果生じるＡ種種類株式の１株未満の端数につきましては、その合計

数（会社法第234 条第１項により、その合計数に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は切り

捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第 234 条の定めに従って売却し、当該売却によっ

て得られた代金をその端数に応じて各株主様に交付いたします。かかる売却手続に関し、当社では、会

社法第 234 条第２項の規定に基づき裁判所の許可を得てＡ種種類株式を当社が取得することを予定して

おります。この場合のＡ種種類株式の売却価格につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり

得られた場合には、全部取得条項付普通株式の株主様が保有する全部取得条項付普通株式の数に 62 円

を乗じた金額に相当する金銭が各株主様に交付されるような価格に設定することを予定しております。

ただし、裁判所の許可が得られない場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に交付

される金額が上記金額と異なる場合もあり得ます。 

 

２．全部取得条項付普通株式の取得の内容 

（１）全部取得条項付普通株式の取得と引換えに交付する取得対価及びその割当てに関する事項 

会社法第171条第１項並びに定款一部変更の件Ａ及び定款一部変更の件Ｂによる変更後の当社の定

款に基づき、取得日（下記（２）において定めます。）において、取得日前日の最終の当社の株主名

簿に記載又は記録された当社を除く全部取得条項付普通株式の株主様に対して、その保有する全部取

得条項付普通株式１株の取得と引換えに、Ａ種種類株式を0.000002876株の割合をもって交付するも

のといたします。 

 

（２）取得日 

平成23年４月28日といたします。 

 

（３）その他 

全部取得条項付普通株式の取得の件に係る全部取得条項付普通株式の取得は、本臨時株主総会に

おいて定款一部変更の件Ａに係る議案及び定款一部変更の件Ｂに係る議案がいずれも原案どおり承認

可決されること、本種類株主総会において定款一部変更の件Ｂに係る議案が原案どおり承認可決され

ること、並びに定款一部変更の件Ｂに係る定款変更の効力が生じることを条件として、その効力が生

じるものといたします。なお、その他の必要事項については、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 

Ⅲ．上場廃止について 

本臨時株主総会において定款一部変更の件Ａ、定款一部変更の件Ｂ及び全部取得条項付普通株式の取得

の件に係る議案がいずれも原案どおり承認可決され、本種類株主総会において定款一部変更の件Ｂに係る議

案が原案どおり承認可決された場合には、当社の普通株式は、大阪証券取引所の上場廃止基準に該当するこ

ととなりますので、平成23年３月22日から平成23年４月22日までの間、整理銘柄に指定された後、平成

23 年４月 23 日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社の普通株式を大阪証券取引所におい

て取引することはできません。 

 

Ⅳ．本件スクイーズアウトの日程の概要（予定） 

本件スクイーズアウトの日程の概要（予定）は以下のとおりです。 

本臨時株主総会及び本種類株主総会招集に関する取締役会決議 平成23年１月25日（火） 

本臨時株主総会及び本種類株主総会基準日公告 平成23年１月26日（水） 

本臨時株主総会及び本種類株主総会基準日 平成23年２月10日（木） 

本臨時株主総会及び本種類株主総会開催日 平成23年３月22日（火） 
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種類株式発行に係る定款一部変更（定款一部変更の件Ａ）の効力発生日 平成23年３月22日（火） 

整理銘柄への指定 平成23年３月22日（火） 

当社普通株式の売買最終日 平成23年４月22日（金） 

当社普通株式の上場廃止日 平成23年４月23日（土） 

全部取得条項に係る定款一部変更（定款一部変更の件Ｂ）の効力発生日 平成23年４月28日（木） 

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式の交付の効力発生日 平成23年４月28日（木） 

 

Ⅴ．支配株主との取引等に関する事項 

上記Ⅱの全部取得条項付普通株式の取得（以下「本取得」といいます。）は支配株主との取引等に該当し

ます。当社は、「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」として、支配

株主との取引については、一般的な取引と同様の基準で合理的に決定しており、重要な取引については取締

役会決議により行うなど、少数株主への不利益を与えないよう対応することとしておりますが、本取得を行

うに際しても、かかる指針に適合するよう以下の対応を行っております。 

すなわち、当社は、本取得の公正性を担保するために、当社及び当社の支配株主であるＡＳＨＤから独

立した第三者算定機関として株式会社プルータス・コンサルティング（以下「プルータス・コンサルティン

グ」といいます。）を選任し、当社普通株式の株式価値の分析業務を委託しました。なおプルータス・コン

サルティングは、当社の支配株主であるＡＳＨＤとの間で現在利害関係を有しておりません。 

プルータス・コンサルティングは、当社普通株式の株式価値算定のため必要となる情報を収集・検討す

るため、当社から将来の事業計画等について資料を取得して説明を受けております。 

その結果、当社は、平成 23 年 1 月 24 日付でプルータス・コンサルティングから株式価値算定書を取得

いたしました。当該株式価値算定書によると、プルータス・コンサルティングが算定した当社普通株式の 1

株当たりの株式価値の算定結果は以下のとおりです。 

・ 市場株価法による算定レンジ ：51円～54円 

・ ＤＣＦ法による算定レンジ ：58円～67円 

市場株価法では、平成 23 年１月 24 日を基準日として、前日終値、算定基準日以前の直近１ヶ月、３ヶ

月及び６ヶ月の市場株価の終値平均値をもとに、1 株当たりの株式価値の範囲を算定しております。また平

成22年11月９日に業績予想の修正が公表されていることから、当該業績予想修正公表日の翌営業日である

平成22年11月10日から評価基準日までの期間の株価終値平均値も採用して算定をおこなっております。 

ＤＣＦ法では、当社の事業計画（本日付で公表した五朋建設の持分の一部譲渡を含みます。）に基づく収

益予測や投資計画等、合理的と考えられる前提を考慮した上で、当社が将来生み出すフリー・キャッシュ・

フローを基に、事業リスクに応じた適切な割引率で現在価値に割り戻して企業価値を評価し、当社普通株式

の１株あたりの株式価値を58円～67円と算定しております。 

なお、プルータス・コンサルティングは、下記意見書作成において実施した事項を除き、当社普通株式

の株式価値算定にあたり、公開情報及び当社から提出を受けた財務に関する情報その他一切の情報が正確か

つ完全であることを前提としており、独自でそれら情報の正確性及び完全性について検証を行っておりませ

ん。 

当社は、プルータス・コンサルティングより、上記の株式価値算定書に加え、平成 23 年１月 24 日付で、

本件スクイーズアウトの際に当社の株主の皆様に最終的に交付される金銭の額の算定の基準となる予定の価

格について、62 円という価格は、一定の前提条件の下に、ＡＳＨＤ及び創業家一族等以外の当社の一般株

主にとって財務的見地から妥当である旨の意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しております。 

また、当社は、本件スクイーズアウトを行うことに関して、当社の支配株主であるＡＳＨＤと利害関係

を有せず、かつ、当社株式を保有していない当社取締役小澤芳幸氏及び社外監査役鈴木周男氏によって組織

された独立委員会から、平成23年１月25日付で、上場廃止を避けることが困難な状況下にある当社におい

て、当社の少数株主に投下資本回収の機会を与え、不利益を被らせないためであること、本件スクイーズア

ウトの際に当社の一般株主の皆様に最終的に交付される金銭の額の算定の基準となる予定の価格については
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独立した第三者算定機関であるプルータス・コンサルティングの当社株式価値算定書の評価額のレンジの範

囲に位置し、かつ当社が当社少数株主の利益に配慮して行動したことの説明に納得することができたこと等

から、少数株主の利益保護という点でも問題はないと判断する旨の意見を入手しております。 

さらに、当社は、利益相反を回避するための措置として、当社取締役のうち、本件スクイーズアウト後

も当社の株主となるＡＳＨＤの代表取締役、取締役をそれぞれ兼務している大村浩次氏及び石川雅浩氏、並

びに本件スクイーズアウト後も当社の株主となる、当社代表取締役である千葉愼二氏は、当社取締役会の本

取得に関する審議及び決議には参加しておらず、大村浩次氏及び石川雅浩氏は当社の立場においてＡＳＨＤ

との協議・交渉に参加しておりません。また、当社監査役のうち、ＡＳＨＤの監査役を兼任している渕ノ上

邦晶氏は、同様に利益相反防止の観点から、当社取締役会の本取得に関する審議には参加しておりません。 

さらに、本件スクイーズアウトに係る決議を行った本日開催の当社取締役会においては、大村浩次氏、

石川雅浩氏及び千葉愼二氏以外の当社取締役全員がその審議及び決議に参加し、参加した当社取締役の全員

一致で決議が行われております。また、当該取締役会には、渕ノ上邦晶氏以外の当社監査役全員が出席し、

いずれも本件スクイーズアウトの実施につき異議がない旨の意見を述べております。 

加えて、これらの取締役会決議の方法その他の利益相反を回避するための措置に関して、法務アドバイ

ザーである須藤・髙井法律事務所の法的助言を得ております。 

以 上 
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